
                                   
         

                           

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        

 

 

                               

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

   
 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

                   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

 

 
  

 

 

日本共産党平塚市議会議員団                             

団 長   高 山 和 義                             
 電話・fax  31‐4638  

k.takayama@mb.scn-net.ne.jp 

渡 辺 敏 光                                     

電話・fax   31-6431                             

w-toshi@agate.plala.or.jp  

松 本 敏 子    

電話・fax  59-4607                                   
mail@matsumoto-toshiko.jp  
 

日本共産党平塚市議会議員団 

電話 0463－23－1111（内線 2375） 

平塚市浅間町９－１  平塚市議会控室 

No.１３１１  ２０１５年５月３１日発行 

住宅の「政策的空き家」

の現状 
 

 

 

 

 

 

職名 
削減

率 

市長 30% 

副市長 20% 

常勤監査委員 10% 

業院事業管理

者 
10% 

教

育

長 

10 

日本共産党議員団の法律相談 

次回は６月１８日（木）です。 

午後４時３０分～６時（要予約） 

６月議会定例会 

日程決まる 

小児医療費助成は所得制限をなくし 

中学校３年生まで拡充を！ 

日付 会議等 会場 

６月２日 

（火） 
 本会議第１日（提案説明等） 市庁舎本館８階議場 

６月１１日

（木） 

 本会議第２日（総括質問) 
市庁舎本館８階議場 

      請願締切 

６月１２日

（金） 
 本会議第３日（総括質問) 市庁舎本館８階議場 

６月１５日

（月） 
 本会議第４日（総括質問） 市庁舎本館８階議場 

６月１６日

（火） 
 本会議第５日（総括質問） 市庁舎本館８階議場 

６月１８日

（木） 

 総務経済常任委員会 
市庁舎本館８階 

第１委員会室 

 都市建設常任委員会 
市庁舎本館８階 

第２委員会室 

６月１９日

（金） 

 教育民生常任委員会 
市庁舎本館８階 

第１委員会室   

 環境厚生常任委員会 
市庁舎本館８階 

第２委員会室 

６月２５日

（木） 

 本会議第６日            

（委員長報告、表決等） 
市庁舎本館８階議場 

 

本会議は、インターネ

ット中継・ＳＣＮ放送で

視聴することができま

す。 

 

 

 

 

ＳＣＮ（湘南ケーブルネ

ットワーク）での放送

は、当日夜、再放送し

ます（詳細は番組表

で）。インターネットに

よる動画配信は、会議

後５日程度かかりま

す。 

私たち共産党平塚市議団は今回の市議

会議員選挙で、「小児医療費の無料化は、

所得制限をなくし中学３年生まで」を公約に

掲げています。 

小児医療費助成の拡充は、平塚市の共

産党が全市を対象に行った「市民アンケー

ト」でも、子育て世帯の強い願いです。 

 

 

 

平塚市は、新年度の子ども・子育て支援

事業計画で「子どもは地域にとってかけが

いのない宝」であり、「子育てするなら平塚

で」の思いで、子育て支援に取り組んでい

ると謳っています。 

この観点からも、所得制限は世帯主だけ

の所得を対象としており、夫婦共働き世帯 

でそれ以上の所得があっても対象 

とならないなど、子育て世帯の中で 

矛盾が起きていることから、是非、 

公正・公平の観点から所得制限をな 

くし、親の収入で差をつけるのでは 

なく、「子ども」の健やかな成長をし 

っかり担保する制度にしていくため 

に声を上げていきます。 
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市民アンケートより 

「市政にのぞむ子育て施策」 

 

ゆりのきの花 
 平塚市博物館の駐車場に入ると、博物館手前に大きくそびえる「ゆりのき」。 

                 いま、その木にたくさんの花が咲いています。 

                 市役所周辺にお出かけの際には、この時期にし 

か見られない珍しい花をぜひご覧ください。 

 

   

６月２日（火）１０時～ 

６月１１日（木） 

６月１２日(金) 

６月１５日（月） 

６月１６日（火） 

６月２５日（木） 

mailto:k.takayama@mb.scn-net.ne.jp


 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

         

 

    

   

   

    

 

       

       

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今多くの人が、家はあっても国民年金

だけではとても生活ができず、預貯金を

取り崩しながら、つましく生活をしてい

ます。そして、一旦病気になって入院す

ることになった段階から、生活は一変し

ます。退院するにも入院費用が払えず、

借金するか滞納して分割で支払うなど、

月々の生活もままならなくなり、途方に

暮れて生活保護申請に市の窓口に行くと

いうケースが最近とても多くなっていま

す。 

また、家賃を払いながら生活をしてい

る場合は、入院を契機に家賃の滞納が始

まり、まとまれば尚さら払いきれず数ヵ

月後には大家さんから撤去を言い渡され

るというケースも出てきています。 

年金がなく、同居する息子の稼ぎで生

計を立てていた家庭では、息子が病気に

なった段階から支払いに困り、生活保護

で認められている家賃以上の借家のた

め、引っ越したくても引っ越す費用もな

く、途方に暮れている人もいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護法第二条では 

 すべて国民は、この法律の定める要件を

満たす限り、この法律による保護（以下

「保護」という。）を、無差別平等に受けるこ

とができる。 とあります。 

この制度の趣旨は、生活に困窮する方

に対し、その困窮の程度に応じて必要な

保護を行い、健康で文化的な最低限度の

生活を保障するとともに、自立を助長す

ることを目的としています。 

生活保護の相談者でこの趣旨に沿っ

た人であれば、「無差別平等」に制度を

活用することができることになってい

ます。 

平塚市の生活福祉課では、申請に至ら

なかった人全員に他施策のアドバイス

を行ない、 

「持ち家がある」 

「借金がある」 

ことを理由に保護 

を断ることはない 

としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、私たち議員団に寄せられる生活 

 

生活保護は、土地・建物を持っていたら

該当しません。」と言われ、「家を処分し、

お金が数千円という状態になったら来て 

 

 

 

帰ってきた人や「借金があったら受けら

れません。」と言われ、深刻に思い詰め

て帰ってきた人などの話を聞いていま

す。 

 その状況を詳しく聞くと、みんなカ

ウンター越しに話をし、その場で断ら

れているケースなのです。しかし、生

活福祉課がまとめている数字は、「相

談室」に入って市の担当職員が聞き取

りをした場合の数字であり、カウンタ

ー越しで帰された人はカウントされて

いないことになります。 

相談に来る市民は、カウンター越し

と相談室の区別などわかりません。そ

のためにどれだけの市民が苦しみ、生

きる気力を失っていることでしょう。 

 

平塚市の生活保護の実態 
平塚市の生活保護受給者の状況は、平成

２７年３月末現在で２，４７６世帯、３，

２９６人で、保護率は１２．８５‰（パー

ミル）となっています。 

全国の保護率は１７．０８‰ 、神奈川県

では、保護率１７．３８‰であり、平塚市

はそれより低い値になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  世帯 人数 人口に対する保護率 

Ｈ２４年度 2,443 3,318 １２．８３‰ 

Ｈ２５年度 2,448 3,310 １２．８７‰ 

Ｈ２６年度 2,476 3,296 １２．８５‰ 

 

平塚市の被保護者数 

  

申請に

至らなか

った相談

者数 

申請に至ら

なかったが、

他施策のアド

バイスを受け

た人数 

持ち家が

あるため

に受給で

きなかっ

た人 

Ｈ２５年度 １６４人 １６４人 0 

Ｈ２６年度 １５５人 １５５人 0 

 

  Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 

申請者数 ３３６ ３５８ 

開始数 ３２３ ３３８ 

却下数 ６ １０ 

取り下げ

（辞退） 
６ ７ 

 

申請者数と申請に至らなかっ

た人の数が、その年の相談者と

いうことになりますから、Ｈ２

５年度は約５００人、Ｈ２６年

度は５１３人となります。 

却下された人も申請に至らな

かった人も、生活に困っている

ことには変わりありません。そ

の後のアドバイスや他施策の紹

介が必要不可欠です。 

 

※３月申請で

４月開始とい

うこともあるた

め、合計が合

わないことも

あります。 

持ち家、借金があることを理由に 

生活保護を断ることはない 

  

     

  日 本  ドイツ  フランス  イギリス  スウェーデン 

人 口 1億 2700万人 8177万人 6503万人 6200万人 941万 5570人 

生活保護

利用者数 
199万 8957人 793万 5000人 372万人 574万 4640人 42万 2320人 

利用率 1.60% 9.70% 5.70% 9.27% 4.50% 

 

日本とヨーロッパ諸国との、生活保護利用率の比較  （２０１０年） 

 

私たちのもとに来る相談 

しかし、私たち議員団に寄せられる生

活相談では、「生活保護は、土地、建物

を持っていたら該当しません。」と言わ

れ、「家を処分し、お金が数千円という状

態になったら来てください。」といわれて 


